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Ａ．研究目的

1978 年に英国で最初の体外受精–胚移植に

よりルイーズ・ブラウン氏が出生して以降、

この 40 年間で生殖補助医療 (Assisted 

Reproductive Technology; 以下 ART)は様々

な技術革新を伴いながら、不妊に悩むカッ

プルに対し広く行われる治療となった。日

本で行われている生殖補助医療の治療件

数をまとめている日本産科婦人科学会倫

理委員会登録調査小委員会の最新報告に

よれば、2017年には44万周期の体外受精、

顕微授精および凍結融解胚移植を含む治

療が行われ、その結果 5 万 6 千人にのぼる

新生児が出生したとされる(1)。近年の日本

での出生児数の減少がすすむ中、こうした

生殖補助医療の出生数におよぼす影響は

年を追うごとに大きくなりつつある。

 しかし生殖補助医療が子供を持つため

の重要な手段となる一方、治療費が高額で

あるため治療にふみきれない不妊カップ

ルにも実際の臨床の現場においてしばし

ば遭遇する。ART による妊娠・生産率は、

女性の年齢の上昇とともに低下し、特に 35

歳以降で低下が顕著になる。年齢が体外受

精の成功率に最も影響を及ぼす因子であ

る以上、できる限り早く治療を受けてもら

研究要旨：生殖補助医療(ART)における所得が治療内容および助成金利用に及ぼす影響を検

討するために、埼玉県内で特定不妊治療支援事業の個票情報を用いた検討を行った。夫婦

合算の平均所得は 423 万円-432 万円であり、国が設定している所得制限（730 万円以下）

で、大部分の不妊治療を受けている人がカバーされていることがわかった。埼玉県の個票

情報を用いた解析では、6 回の助成回数での累積妊娠率は 56.6％であり、４回目以降プラト

ーに達する傾向を認めた。累積妊娠率は夫婦合算の所得が低い群で、高い群に比べ有意に

低く、妊娠せずに申請を中断してしまう申請中断者の割合が、所得の低い群で有意に高か

った。所得と申請の際の治療種別や、体外受精、顕微授精などの治療方法、不妊治療施設に

支払った費用との間に有意な関連は認めなかった。今後は、日本産科婦人科学会の ART 登

録データベースと今回の個票情報を連結することにより、所得が治療内容や妊娠・出産に

対して及ぼす影響をさらに検討する予定である。
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うことが、早く妊娠するために非常に重要

であり、ひいては ART の利用回数の低下

につながると考えられる。しかし、実際に

は若い患者層が治療を受けることは稀で

あり、前述の日本産科婦人科学会の最新の

報告によれば、2017 年に日本で行われた総

治療周期の平均年齢は 38.0 歳であり、治療

周期に占める 40 歳以上の割合は 4 割を超

える。 

 我々は前年度、若年者(35 歳未満)におけ

る人口あたり ART 助成金利用率を都道府

県ごとに算出し、関連のある因子を探索す

るために地域相関研究を行なった。その結

果、35 歳未満における人口あたりの ART

助成金利用率は都道府県によって二倍以

上の開きがあることが判明した。さらに、

この ART 助成金利用率が、県レベルでの

平均世帯収入と正の相関を認めた。この検

討により、35歳未満のART助成利用率が、

世帯収入と関連していることが示唆され

た。 

 ART は医療保険の適応外であり、患者が

支払う治療費の補助として国が主導する

「不妊に悩む方への特定治療支援事業」に

よる治療費助成や、各自治体における個別

の助成が、患者の費用負担に占める割合は

大きい。こうした助成の有無が、ART を受

けようとする若年の不妊カップルの意思

決定にどこまで寄与しているかは不明で

ある。また、ART 利用率と患者の社会経済

要因との関連が外国で報告される一方で

(2)、日本においてそのような報告はない。

患者個々の社会経済要因である所得が、

ART の利用や治療内容に及ぼす影響を調

べることは、効果的な特定不妊治療支援事

業の策定のために非常に重要な意味をも

つと考えられる。 

 そこで、本年度は、埼玉県内における特

定不妊治療助成者を対象に、所得が特定不

妊治療助成利用率および生殖補助医療に

及ぼす影響を検討することを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

1) 研究デザイン 

埼玉県内における特定不妊治療助成金受

給者情報を用いた後ろ向き観察研究であ

る。 

 

2) 研究方法 

埼玉県内で「不妊に悩む方への特定治療支

援事業」の窓口である、埼玉県、政令市・

中核市の担当者に、特定不妊治療助成金受

給者情報の提供の依頼を行い、承諾の得ら

れた埼玉県および越谷市より、2016 年 1 月

１日から 2017 年 12 月 31 日までの 2 年間

における助成金事業の個票情報を提供い

ただいた。 

 提供情報には、申請者の年齢、居住自治

体、治療区分（A：新鮮胚移植、B：採卵お

よび凍結融解胚移植、C：以前に凍結した

胚を用いた凍結融解胚移植、D：移植のめ

どがたたず治療終了、E：受精できずまたは

胚の分割停止、変性等による治療中止、F：

採卵したが卵がえられず中止）、夫婦それ

ぞれの所得額、通算の助成金受給回数、治

療情報（体外受精、顕微授精）、妊娠の有無、
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男性因子に対する治療の有無、助成金額、

領収金額が含まれている。これらの情報を

元に、特定不妊治療助成金受給者の背景に

ついて解析を行った。 

 

3）統計解析 

特定不妊治療助成金受給者情報を元に、

個票情報に含まれる申請者の年齢や所得

の分布などの背景情報に対して検討を行

った。データを提供いただいた埼玉県およ

び越谷市の個票情報はデータ構造が異な

るため、個々に解析を行った。越谷市から

提供いただいたデータは、同一個人を識別

できなかったため、治療周期ベースでの解

析を行った。解析は Stata MP 16(College 

Station, Texas, USA)を用いて行い、p<0.05 を

統計学的有意差ありとした。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究で埼玉医科大学倫理審査委員会

において研究計画の審査を受け、研究実施

の許可をえた上で、研究を行った。 

 

Ｃ．研究結果 

<埼玉県（中核市・政令市を除く）から提供

された個票情報を用いた解析> 

埼玉県から提供いただいたデータは、

11,689 治療周期（5912 人）であった。申請

者の平均年齢は 36.3 歳（標準偏差＝4.2）で

あった。85 治療周期（67 人）が男性因子に

対する治療（TESE 等）を申請していた。

11,689 治療周期の内、2783 周期(23.8%)が

新鮮胚移植、3685 周期（31.5％）が採卵お

よび凍結融解胚移植、3247 周期（27.8％）

が以前に凍結した胚を用いた凍結融解胚

移植であった。また、1394 周期（11.9％）

は、受精できずまたは胚の分割停止による

治療中止であった。初回の申請が 3693 件

（31.6％）と最多であり、2 回目は 2811 件

（24.1％）、3 回目は 2131 件（18.2％）であ

った。また、埼玉県単独事業である、二人

目以降助成事業を利用して 7回目以降も助

成をうけていたものが 230 件（1.96％）認

められた。 

治療周期別の平均領収金額は、治療区分

A（新鮮胚移植）：405,273 円(標準偏差＝

179,404)、治療区分 B（採卵および凍結融解

胚移植）:528,055 円(標準偏差＝152,817),治

療区分 C（以前に凍結した胚を用いた凍結

融解胚移植）： 154,836 円 (標準偏差＝

67,603) ,治療区分 D（移植のめどがたたず

治療終了）：394,122 円(標準偏差＝143,260) ,

治療区分 E（受精できずまたは胚の分割停

止、変性等による治療中止）：262,090 円(標

準偏差＝146,337)、治療区分 F（採卵したが

卵がえられず中止）：100,903 円(標準偏差＝

62,944)であった。また、男性因子単独での

申請 33 件の平均領収金額は、399,085 円（標

準偏差＝195,087）であった。治療内容が「体

外受精」で申請された治療周期 2849 周期

の平均領収金額は 411,053 円(標準偏差＝

182,697)であるのに対し、「顕微授精」で申

請された周期 3665 周期では、平均領収金

額は 484,983 円(標準偏差＝203,626)と高い

傾向にあった。 

申請者の所得の分布を図１に示す。夫婦
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合算の所得の平均は 4,231,445 円（標準偏

差＝1,637,640）であった。夫婦別にみると

（図 2、および 3 参照）、夫の平均所得は

3,461,966 円（標準偏差：1,506,281）であり、

所得額が 0 と申請していた人は 227 人

(3.8%)存在した。一方、妻の平均所得は、

769,479 円（標準偏差：1,073,071）であり、

所得額が 0 と申請していた人は 2826 人

(47.8%)にのぼった。 

提供いただいたデータの中で、夫婦合算

所得が 0（94 周期）、男性因子に対する治療

（72 周期）および凍結融解胚移植（85 周

期）を除いた、初回申請者（7304 治療周期、

3442 人）を対象に、夫婦合算の所得額を 5

分位別にみた申請情報を表１に示す。所得

の最も低い群の夫婦合算の平均所得は

2,309.845 円（標準偏差＝714,313）であった

のに対し、最も高い群では 6,530,196 円（標

準偏差＝389,483）であった。平均年齢は最

も低い群で 35.3 歳（標準偏差＝4.6）であっ

たのに対し、最も高い群では 36.2 歳（標準

偏差＝4.0）と有意に高かった。所得の低い

群では、所得のない、専業主婦の割合が

53.3％であったのに対し、最も所得の高か

った群では 21.5％と低く、共働き世帯が

78.5％にのぼった。一人の女性がトータル

で受け取った助成金額は、平均 37-38 万円

で、所得により差は認めなかった。累積妊

娠率は、所得が最も低い群で 368 例（53.4％）

認めたのに対し、所得の高い群では 412 例

（59.9％）と所得によって妊娠率に差を認

める傾向があった。 

 同じデータを用いて、申請回数と累積妊

娠率の推移を図 5 に示す。累積妊娠率は 1

回目の申請時点で 29.1％に上り、2 回目で

45％、3 回目では 52.5％にのぼった。一方、

4 回目以降累積妊娠率の上昇はプラトーに

なり、6 回申請した時点では 56.6％であっ

た。 

 所得 5 分位の最も低い群（Q1）と最も高

い群（Q5）の申請回数別の累積妊娠率を図

6 に示す。累積妊娠率は所得の低い群で低

い傾向があり、3 回目以降の申請では有意

な差となった。6 回申請時点での累積妊娠

率は、Q1 が 53.4％であったのに対し、Q5

は 59.9％であった（p<0.05）。 

 妊娠せずにかつ次の申請を行わなかっ

た人を申請中断者と定義し、所得 5 分位別

に申請中断者の割合を見た結果を図 6に示

す。申請中断者の割合は Q1 で最も高く、

45.1％であったのに対し、Q5 で最も低く

39.4％であり、Q1 と Q5 間で有意差を認め

た。 

 

<越谷市から提供された個票情報を用いた

解析> 

 越谷市から提供いただいたデータは、

706 治療周期であった。申請人数はデータ

の構造から同定することは不可能であっ

たため、治療周期ベースでの解析を行った。

申請者の平均年齢は 36.7 歳（標準偏差＝

3.9）男性因子に対する申請は 3 例のみであ

った。706 治療周期の内、139 周期(19.7%)

が新鮮胚移植、239 周期（33.9％）が採卵お

よび凍結融解胚移植、214 周期（30.3％）が

以前に凍結した胚を用いた凍結融解胚移
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植であった。また、94 周期（13.3％）は、

受精できずまたは胚の分割停止による治

療中止であった。初回の申請が 230 件

（32.6％）と最多であり、2 回目は 180 件

（25.5％）、3 回目は 140 件（73％）であっ

た。また、二人目以降助成事業を利用した

申請が 15 件（2.12％）認められた。 

 治療周期別の平均領収金額は、治療区

分 A（新鮮胚移植）：428,332 円(標準偏差＝

97,823)、治療区分 B（採卵および凍結融解

胚移植）:513,719 円(標準偏差＝164,473),治

療区分 C（以前に凍結した胚を用いた凍結

融解胚移植）： 158,097 円 (標準偏差＝

41,973) ,治療区分 D（移植のめどがたたず

治療終了）：426,735 円(標準偏差＝131,258) ,

治療区分 E（受精できずまたは胚の分割停

止、変性等による治療中止）：262,969 円(標

準偏差＝86,118)、治療区分 F（採卵したが

卵がえられず中止）：85,065 円(標準偏差＝

9,512)であった。治療内容が「体外受精」で

申請された治療周期 115 の平均領収金額は

326,300 円(標準偏差＝18,167)であったのに

対し、「顕微授精」で申請された周期 239 周

期では、平均領収金額は 355,798 円(標準偏

差＝192,836)と埼玉県同様高い傾向にあっ

た。 

申請者（夫婦合算）の所得の分布を図 5

に示す。夫婦合算の所得の平均は 4,323,908

円（標準偏差＝1,586,880）であった。所得

額が 0 と申請していた人は 14 人(2.0%)存

在した。二人目以降不妊の申請者は 2017年

で 15 件（４人）の申請があり、妊娠は２件

認められた。 

Ｄ．考察 

 今回、埼玉県内の特定不妊治療支援事業

の個票情報を用いた検討を行った。夫婦合

算の所得の分布をみてみると、国が設定し

ている 730 万円以下の世帯所得を対象とし

た特定不妊治療支援事業は、大部分の不妊

治療を受けている人をカバーしているこ

とがわかった。男女別の所得の分布を見る

と、女性において所得のない人の割合が

47.8％にのぼっていた。また、６回の助成

回数による累積妊娠率は 56.6％であり、４

回目以降はプラトーに達する傾向を認め

た。累積妊娠率は所得の低い群で高い群に

比べ有意に低く、その要因の一つに所得の

低い群における高い申請中断者の割合が

あげられた。これらの結果は、特定不妊治

療助成事業の有効性を検討する上で、非常

に貴重な資料となる。 

 今回の検討では、埼玉県の 11,689 治療周

期（5912 人）の個票を用いた解析で、平均

所得は男性で 346万円であったのに対して、

女性で 76 万円と有意に低く、所得のない

人の割合が 47.8％を占めた（図 2, 3）。総務

省が実施している労働力調査によれば、25

歳から 44 歳までの女性の就業率は 2016 年、

2017 年には 72.7％、74.5％と過去最高を更

新したが（3）、今回の検討では、明らかに

この数字よりも低いことになる。所得のな

い、いわゆる専業主婦の割合が申請者の約

半数を占めた要因の一つには、不妊治療を

受ける過程で治療に専念するために、仕事

を辞めざるをえなかった可能性が考えら

れる。厚生労働省が平成 29 年度に行った
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不妊治療と仕事の両立についての調査に

よれば、仕事と不妊治療の両立ができずに

約 16％の方が離職し、8％の女性が雇用形

態を変更していた(4)。同報告では、仕事と

治療の両立ができなかった理由として、不

妊治療は通院回数が多く、精神的な負担が

多いということが最も多く理由の一つと

して挙げられている。この調査を踏まえ、

厚生労働省は 2018 年から仕事と不妊治療

の両立のための職場づくりのためのマニ

ュアル整備や不妊治療連絡カードの作成

を行い、離職しないで不妊治療を継続する

ための企業側のサポートを呼び掛けてい

るが、少なくとも本調査の対象となった

2016 年 2017 年時点においては、埼玉県で

生殖補助医療の治療に対する特定不妊治

療助成制度を申請した女性の約半数が専

業主婦であったことが判明した。もう一つ

の理由として、今回解析した埼玉県が対象

としている地域が、埼玉県内の中核市や政

令市をのぞいているため、非都市部を多く

含んでいることが考えられる。 

 申請回数別にみた累積妊娠率は、6 回の

申請で 56.6％に達することがわかった(図

5)。累積妊娠率は４回目までの申請で上昇

が顕著であったが、4 回目以降はプラトー

に達する傾向を認めた。興味深いことに所

得の低い群において、高い群に比べ有意に

累積妊娠率が低かった（図 6）、その要因の

一つとして、所得が低い群が、妊娠するま

でに継続した治療を行えていない可能性

が考えられる。実際、妊娠せずに申請を中

断した申請中断者の割合は、所得の最も低

い群で 45.1％であり、最も高い群での

39.4％と比較し有意に高かった（図 7）。表

１にあるように、一人の患者が平均で支払

った金額は 70-80 万円と生殖補助医療によ

る治療は非常に高額である。助成によって

37-38 万円相当の還付があったとしても、

世帯所得が低い世帯にとって、全所得に対

する不妊治療費が占める割合は非常に高

い。所得が低い群においても、治療を中断

せず、特に累積妊娠率の上昇が顕著な４回

程度まで治療を継続できるような体制づ

くりが重要と考えられる。 

 今回の検討では、所得と申請の際の治療

種別や、体外受精、顕微授精などの治療方

法との間に有意な関連は認めなかった（表

１）。しかし、これらの情報は申請書の記載

内容によるもので、実際の治療の詳細につ

いてまで検討することはできない。さらに、

今回申請情報にある妊娠の有無をもとに

解析を行ったが、実際に出産にまで至った

かは不明である。世帯所得が低い群におい

て、累積妊娠率が低い傾向にあった理由が、

不妊原因などの患者背景によるものなの

か、または受けている治療が異なることに

よるものなのかを見極めることは非常に

重要であると考えられる。そのため、次年

度に、日本全国の生殖補助医療のデータを

まとめた日本産科婦人科学会の ART 登録

データベースと今回の検討でえた個票情

報を連結することで、所得が生殖補助医療

における治療内容におよぼす影響につい

て詳しく検討する予定である。 

 今回、埼玉県および中核市である越谷市
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の協力のもと、おそらく日本で初めて特定

不妊治療助成事業の個票情報を用いた解

析を行った。今回の解析から、今まで見え

てこなかった所得と治療情報の関連につ

いて見出すことができたが、課題も残る。

大変重要なことに、2017 年度から埼玉県の

独自の助成事業として導入された二人目

以降不妊の追加助成の有効性についての

検討は、埼玉県のデータベースにおいて、

6 回目までの通常の助成回数内で二人目以

降不妊の方の識別ができなかったため、解

析を行うことができなかった。二人目以降

の不妊では、そうでない場合よりも妊娠し

やすい可能性があり、追加助成の有効性を

評価することが今後の課題である。また、

二つの自治体から提供いただいたデータ

は、異なるデータ構造であり、個別に解析

を行った。今後は、自治体と協力しながら、

少子化対策としても重要な意味をもつ本

助成事業の有効性の検証のための仕組み

づくりをすすめていきたい。 

 

 

Ｅ．結論 

 埼玉県内で特定不妊治療支援事業の個

票情報を用いた検討を行った。夫婦合算の

平均所得は 420-430 万円であり、国が設定

している夫婦合算で 730万円以下の世帯所

得を対象とした特定不妊治療支援事業は、

大部分の不妊治療を受けている人をカバ

ーしていることがわかった。女性において

所得のない人の割合が47.8％にのぼってい

た。6 回の助成回数での累積妊娠率は

56.6％であり、4 回目以降プラトーに達す

る傾向を認めた。累積妊娠率は、所得が低

い群で高い群と比べ有意に低く、その要因

の一つに所得が低い群における高い申請

中断率が考えられた。所得と申請の際の治

療種別や、体外受精、顕微授精などの治療

方法、不妊治療施設に支払った費用との間

に有意な関連は認めなかった。今回の検討

では、所得階層別の治療内容の詳細や患者

背景、出産への影響が不明であるため、今

後は日本産科婦人科学会の ART 登録デー

タベースと今回の個票からの所得情報を

連結することにより、所得が治療内容や妊

娠に対して及ぼす影響を検討する予定で

ある。 
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図 1. 所得の分布（埼玉県、夫婦合算） 

 

 

図 2. 所得の分布（埼玉県、夫） 
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図 3. 所得の分布（埼玉県、妻） 

 

 
 

図 4. 共働き世帯別でみた所得分布（埼玉県、夫婦合算） 
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図 5. 申請回数と累積妊娠率（埼玉県、n=3442） 

 

 
 

 

 

図 6. 所得 5 分位別累積妊娠率（埼玉県、Q1 vs Q5） 
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図 7. 所得 5 分位別申請中断者の割合（埼玉県、n=3442） 

 

 

 

 

図 8. 所得の分布（越谷市、夫婦合算） 
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表 1. 夫婦合算所得 5 分位別の申請者背景情報（埼玉県） (n=3442).    

  Q1 (n=689) Q2 (n=688) Q3 (n=689) Q4 (n=688) Q5 (n=688) P value 

Age (year) 35.3 (4.6) 35.6 (4.2) 35.6 (4.1) 35.8 (4.0) 36.2 (4.0)) 0.003 

Treatment type       

A (Fresh ET) 238 (34.5) 219 (31.8) 242 (35.1) 226 (32.9) 245 (35.6) 

0.55 

B (Freeze-all) 321 (46.6) 343 (49.9) 332 (48.2) 340 (49.4) 334 (48.6) 

D 35 (5.1) 41 (6.0) 26 (3.8) 39 (5.7) 34 (4.9) 

E 88 (12.8) 74 (10.8) 83 (12.1) 80 (11.6) 69 (10.0) 

F 7 (1.0) 11 (1.6) 6 (0.87) 3 (0.44) 6 (0.87) 

Fertilization method       

IVF+ICSI 62 (9.0) 57 (8.3) 68 (9.9) 42 (6.1) 63 (9.2) 

0.27 
IVF only 276 (40.1) 274 (39.8) 257 (37.3) 254 (36.9) 262 (38.1) 

ICSI only 254 (36.9) 256 (37.2) 276 (40.1) 294 (42.7) 278 (40.4) 

missing 97 (14.1) 101 (14.7) 88 (12.8) 98 (14.2) 85 (12.4) 

Housewife 367 (53.3) 309 (44.9) 238 (34.5) 191 (27.8) 148 (21.5) <0.001 

Working both 289 (41.9) 376 (54.7) 447 (64.9) 72.1 (496) 540 (78.5) <0.001 

Total no of subsidies 1344 1339 1339 1390 1351  

Pregnancy 368 (53.4) 389 (56.5) 380 (55.2) 299 (58.0) 412 (59.9) 0.14 
       

Total income (yen) 2,309,845 (714,313) 3,641,006 (258,052) 4,490,715 (232,096) 5,391,876 (290,653) 6,530,196 (389,483) <0.001 

Husband (yen) 1,968,726 (871,299) 3,117,612 (784,780) 375,409 (970,633) 4,077,207 (1,166,937) 4,632,334 (1,333,527) <0.001 

Wife (yen) 341,119 (592,168) 523,393 (763,325) 915,306 (973,083) 1,314,669 (1,171,315) 1,897,862 (1,360,162) <0.001 

Total payment (yen) 732,828 (438,280) 747,666 (440,888) 715,872 (384,791) 758,954 (406,250) 763,062 (446,056) 0.21 

Total subsidies (yen) 375,342 (141,385) 382,012 (146,117) 379,054 (135,044) 389,627 (75,000) 386,316 (155,702) 0.38 
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